
優秀新卒者を逃さない採用活動の進め方

免税事業者が事業用不動産を売却
売却年以降の消費税の影響に注意！

No.1612No.1612



2016

不動産の売却はその対価が多額になることから、

消費税の負担への影響が大きくなる。

土地・建物を売却した場合、建物は消費税の課税対

象だが、土地は非課税である。

ただし、自宅などの非業務用の建物は、たとえ課税

事業者であっても、消費税は課税されない。

問題となるのは、貸家やアパート、店舗などの建物

である事業用不動産の売却だが、ここでも消費税が

課税されるのは課税事業者のみとなる。

免税事業者に該当する場合は、その対価がどんなに

大きくても、売却に係る消費税の負担は生じない。

しかし、注意したいのは、売却した年以降の消費税に影響を及ぼすことだ。免税事業者が業務用建物を売却した結果、その年の

課税売上高が1,000万円を超えた場合には、翌々年に課税事業者となるので、翌々年に課税売上があった場合には、その分に消費

税が課税されることになる。

また、2013年１月１日以後に開始する年については、特定期間（その年の前年の１月１日から６月30日までの期間）の課税売上高

が1,000万円を超えた場合には、基準期間（前々年）の課税売上高が1,000万円以下であっても、翌年から課税事業者とされる。

ただし、課税売上高に代えて、給与等支払額の合計額により判定することもできるので、その６カ月間の給与等支払額が1,000万

円を超えていなければ、免税事業者と判定することができる。したがって、給与等支払額の状況によっては、特定期間を避けて、

７月以降の売却を検討する必要がある。

免税事業者が事業用不動産を売却
売却年以降の消費税の影響に注意！

税理士の

大阪事業部　青柳孝典

免税事業者の方は本業部分の基準期間の課税売上高が1,000万円以下であるかどうかには

意識が向きますが、事業用不動産の売却も課税売上高に含めるということは忘れがちです。

また、課税事業者になるか否かの判断上、2013年１月１日以後に開始する年又は事業年度

については、特定期間も考慮しなければならなくなり、判断が非常に複雑になっています。

事業用不動産の売却をお考えの免税事業者の方は、一度税理士にご相談ください。



優秀新卒者を逃さない採用活動の進め方

専門家の

18卒の採用活動も昨年通りのスケジュールが継続されることになりました。人手不足と売り手市場という事情

も相まって、エントリーの減少に苦しんだ企業が続出したこともあり、早期化･短期決戦かがますます進むと予

測されています。

また、中小企業では、長期化の準備も必要です。３月の解禁までに自社の魅了の発信と経営者や働く社員への

共感を前面に打ち出したインターンシップを早期に開催するとともに、５月中旬～６月の大手企業の選考結果

が出る時期の活動を強化するようなスケジュールを組むことも重要です。

新卒者の採用については、どの企業も同じようなタイミングで採用活動を開始します。

この時期は、大企業と中小企業が同時に採用活動を展開することになるため、中小企業は魅力的な採用活動を行わなければなりませ

ん。では、大手企業に対抗できる採用活動とは、どのような採用活動でしょうか。

それは「経営者、社員が顔の見える採用活動」です。会社案内や、ホームページ、会社説明会など、事業内容や自社の強み、経営者の

想いを伝える機会は多く存在しますが、実際これらをうまく活かしている中小企業は少なく、逆にうまく活用できている企業は採用

に成功しています。

多くの学生が、中小企業に応募する理由として「働きがい」「独自の強み」「会社の雰囲気」を挙げています。中小企業において採用を

円滑に行っている企業は、これらの点をアピールするための様々な工夫を行なっています。

（１）自社が地域・業界で目指すポジションや志を提示する

採用準備としてすべきことは、採用目標の設定、採用スタッフの配置、全社への方針徹底など、採用活動を行う上での骨格をつくる

ことです。求める人物像の設定、求める人物像に訴求すべきコンテンツの抽出、採用目標を実現するための実行戦略を立案することが、

最初にすべきことになります。

採用目標とは、何のために、どのような人材を、いつまでに、何人採用するかを決めることです。この前提には、経営者の将来構想

がなくてはいけません。３～５年後の業界展望を見据えて自社の経営ビジョンを打ち出し、その実現のためにどのような戦略が必要

で、その戦略のためにどのような人材が必要なのかを明示しなければなりません。

（２）自社の未来を託せる社員像を明確にする

採用は「採用準備、採用戦略の立案、情報提供、人的接触、面接、内定」という流れになります。このフローの基本となるのが準備・

戦略立案ですが、その後の情報提供以降で重要になるのが、求める人物像の設定です。人物像の設定次第で情報提供や採用イベント

の内容、選考の基準がすべて変わってきます。

経営者のビジョンに基づき、どのような「マインド」「スキル」を持った人材を採用したいかという人材像を明確にしましょう。

（３）採用ルートを多く持つ

採用活動において、採用ルートを多く持つことは、採用活動において重要な要素となります。また、窓口の担当者との人間関係作り

も重要です。電話や郵送でのコミュニケーションだけでは、決して良い人材情報を得ることはできません。

日頃から、担当者との面談機会を多く持ち、自社の人材に対する誠実な姿勢を理解してもらうことが大事です。

数多くの採用ルートを持つことで良い人材採用の可能性が高くなります。コストがかからないのは人を介してのルートですが、最近

はインターネットを介しての採用の有効性が高くなっています。自社のホームページ、ネットを介する紹介企業との提携などの工夫

が必要でしょう。

成功のカギは経営者・社員の顔が見える採用活動を行うこと

ゆびすいグループ　人事部
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